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モーダルシフトの概要

〇モーダルシフトとは、トラック等の自動車で行われている貨物輸送を、環境負荷の小さい鉄道
や船舶による貨物輸送へと転換すること。
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1トンの貨物を1km運ぶ時のCO2排出量をみると、トラックに対して、鉄道は約1/11、船舶は約1/5といわれています。
貨物輸送の方法を転換することで、地球温暖化対策としてモーダルシフトは大変有効です。
また、いわゆる物流2024年問題対策としても、トラックドライバーの労働力不足解消・働き方改革という観点から

注目されています。幹線輸送となる部分について数百kmの長距離を運転することによって、出発拠点に戻ってくるま
で数日かかってしまっていたところ、モーダルシフトを行うことで、出発地から最寄りの転換拠点まで、及び最寄り
の転換拠点から目的地までの運転だけで済むため、トラックドライバーの労働力不足解消に大きく貢献することがで
きます。



令和６年度「モーダルシフト等推進事業」（補助事業）の募集開始

温室効果ガスの排出削減、流通業務の省力化による持続可能な物流体系の構築を図るため、
「モーダルシフト等推進事業」（補助事業）を公募中です。
今年度事業では中継輸送による物流効率化の取組についても補助対象に追加します。

１．対象となる事業
(1) 物流総合効率化法に基づく総合効率化計画策定のため

の調査事業【総合効率化計画策定事業】
(2) 物流総合効率化法の総合効率化計画に基づき実施する

事業【モーダルシフト推進事業・幹線輸送集約化推進事
業・過疎地域のラストワンマイル配送効率化推進事業・
中継輸送推進事業】

２．事業概要
(1) 補助対象事業者

荷主及び物流事業者等物流に係る関係者によって構
成される協議会

(2) 補助対象経費（補助率）
総合効率化計画策定事業
（定額・上限200万円 ＋ 最大1/2・上限300万円※

＝ 上限総額500万円）
モーダルシフト推進事業・幹線輸送集約化推進事業・過
疎地域のラストワンマイル配送効率化推進事業・中継輸
送推進事業
（最大1/2・上限500万円 ＋ 最大2/3・上限500万円

※ ＝ 上限総額1,000万円）
※下線部が、省人化・自動化に資する機器導入等の計画、
実際に当該機器を用いて運行する場合の補助上限と補助
率
(3) 予算額 164百万円

３．応募方法
本事業ホームページ（下記URL）に掲載の交付要綱、実
施要領及び応募要項等を熟読の上、申請様式等を事業計
画の主とする地域を管轄する地方運輸局等へ提出下さい。
https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/ms_subsidy.html

４．スケジュール
応募期間：令和6年4月16日（火）

～6月7日（金）17時まで (必着)
補助対象事業者の認定（交付決定）：8月初旬頃を予定

５．補助対象期間
総合効率化計画策定事業

：令和6年8月1日～令和7年2月末日
モーダルシフト推進事業・幹線輸送集約化推進事業・過
疎地域のラストワンマイル配送効率化推進事業・中継輸
送推進事業：総合効率化計画認定の日※または令和6年8
月1日のどちらか遅い方～令和7年2月末日
※総合効率化計画の認定の標準処理期間は1ヶ月です。
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令和６年度「モーダルシフト等推進事業」（補助事業）募集要項

【お問合せ先】

中国運輸局 交通政策部 環境・物流課
電話：082-228-3496 担当：大林、末廣





倉庫事業者・貨物利用運送事業者向け相談窓口の設置について

政府としては、物流の持続的成長に向けて、「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」において政
策パッケージをとりまとめ、2024 年 4 月以降、我が国の物流に支障が生じないよう環境整備に取り組ん
でいるところです。
また、令和5年11月29日、内閣官房及び公正取引委員会において、「労務費の適切な転嫁のための価
格交渉に関する指針」が策定されました。本指針は、労務費の転嫁に係る価格交渉について、「発注者」
及び「受注者」それぞれが採るべき行動／求められる行動を 12 の行動指針として取りまとめたものとなって
います。
こうした状況を踏まえ、国土交通省では、新たに倉庫事業者・貨物利用運送事業者向け相談窓口を設
置しますので、幅広くご相談をお寄せください。



物流「よろず御意見窓口」の設置について

物流の持続的成長に向けて、「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」において政策パッケージをと
りまとめ、関係省庁で連携して取り組んでいるところですが、2024年4月以降、我が国の物流に支障が生
じないよう、政府一丸となった取組をより一層加速化させることが重要です。
そこで、個別の現場で起きている困りごとについて、一元的に御意見を受け付け、関係省庁と共有する
ための「よろず御意見窓口」を設置し、連携して物流の課題に対応するための体制を構築します。
国土交通省としては関係省庁や関係業界と緊密に連携しながら、物流の課題に対してスピード感を持っ

て取り組んでいくことで，物流の停滞が生じないように、さらには物流産業が魅力あるものとなることを目指し
ていきます。



新たなトラックの標準的運賃を告示しました
～運賃水準を8%引き上げるとともに、荷役の対価等を新たに加算～



まるっと減らそう、再配達！！～４月は「再配達削減PR月間」！受け取りは１回で！～

昨年６月に取りまとめた「物流革新に向けた政策パッケージ」では、令和６年度の再配達率を
半減することとしており ます。このため、昨年に引き続き、本年４月を「再配達削減PR月間」と
し、関係省庁や宅配事業者、EC事業者等と連携し、再配達削減に向けた取組みを強力に推
進して参ります。

再配達削減のためにお願いしたい具体的なアクション

(再配達削減PR月間 特設ページ)

https://www.mlit.go.jp
/seisakutokatsu/freight
/re_delivery_reduce_pr
.html



デジタル推進人材の育成のためのデータ付きケーススタディ教材を提供
します
経済産業省では、地域企業・産業のDXの実現に向け
て、ビジネスの現場における課題解決の実践を通じた能
力を磨くため、デジタル推進人材育成プログラム「マナビ
DX Quest」において活用した、データ付きケーススタディ
教材について、教育機関・企業等に対して提供します。
(デジタル推進人材の育成のためのデータ付きケーススタディ教材
(経産省ＨＰ))
https://www.meti.go.jp/press/2024/04/202404230
02/20240423002.html

経済産業省では、地域企業・産業のDXの実現に向け、ビジネスの現場における課題解決
の実践を通じた能力を磨くため、学生・社会人を対象にデジタル推進人材育成プログラム
「マナビDX Quest」を実施しています。
マナビDX Questでは、使用するデータ付きケーススタディ教材1～３を提供しています。

データ付きケーススタディ教材は、実践的なスキルを持つ人材を育成するため、実際の企業の
AI実装を疑似体験学習できる内容や、データ駆動型の変革推進の疑似体験を行うため課
題・目的の設定・絞込みから解決の仕方までを学べる教材としています。
(教材活用事例)
イオン株式会社
デジタル人材育成研修教材として利用。同社の業種と近しいテーマである収益改善の教材
などを活用し、グループ従業員125名のデジタル人材育成を実施。
神戸大学
社会人向けリカレント講座「DXエキスパート講座」の教材として活用。マナビDX Quest同様
に学習テーマを自ら選択し、7名の参加者が情報交換して学び合いを実施。



「DX支援ガイダンス:デジタル化から始める中堅・中小企業等の伴走支援
アプローチ」を策定しました
経済産業省は、「支援機関を通じた中堅・中小企業等のDX支援の在り方に関する検討会」における議論等
を踏まえて、今般、「DX支援ガイダンス:デジタル化から始める中堅・中小企業等の伴走支援アプローチ」及び
別冊事例集等を策定しました。

(DX支援ガイダンス:デジタル化から始め
る中堅・中小企業等の伴走支援アプ
ローチ(経産省ＨＰ))

https://www.meti.go.jp
/press/2023/03/20240
327005/20240327005.
html

背景・目的
DX（デジタルトランスフォーメーション）に取り組んでいる中
小企業の労働生産性や売上高は大きく向上しており、労
働人口の減少や市場縮小等の課題に直面する全ての中
堅・中小企業等にとって、DXの取組は必要不可欠です。
一方で、特に人材・情報・資金が不足している中堅・中小
企業等は独力でDXを推進することは難しく、地域の伴走
役たる支援機関によるDX支援という「新たなアプローチ」を
追求することが有効であると考えられます。
こうした背景から、経済産業省では2023年11月より「支
援機関を通じた中堅・中小企業等のDX支援の在り方に
関する検討会」（座長：三谷慶一郎 株式会社エヌ・
ティ・ティ・データ経営研究所 主席研究員 エグゼクティブ・
コンサルタント）を立ち上げ、中堅・中小企業等に対する
DX支援の在り方について、全国各地域において実際に
DX支援に取り組む様々な支援機関のヒアリングも含め、
全10回にわたって、議論を重ねてきました。
この議論を取りまとめる形で、支援機関が中堅・中小企業
等に対してDX支援を実施する際に考慮すべき事項につい
て解説した、「DX支援ガイダンス」を新たに策定しました。



DXセレクション2024を公表しました！
経済産業省は、中堅・中小企業等のDX（デジタルトランスフォーメーショ
ン）のモデルケースとなるような優良事例を「DXセレクション2024」として選
定し、選定された32社を公表しました。
(「DXセレクション2024」選定企業の取組事例・表彰式での事例紹介動画)
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/dx-selection/dx-selection.html

- グランプリ受賞 浜松倉庫株式会社 -



第2回パートナーシップ構築シンポジウムを開催し、優良な取組事例を
表彰しました！
経済産業省は、関係府省庁とともに、サプライチェーン全体での共存共栄を目指すパートナーシップ構築宣言
を推進しています。宣言の更なる拡大やサプライチェーン全体での協力拡大の機運醸成を目的としたシンポジ
ウムを3月25日（月曜日）に開催し、優良な取組事例を表彰しました。また、表彰企業からそれぞれの取
組についてプレゼンしました。
(パートナーシップ構築大賞受賞事例プレゼン資料等)
https://www.meti.go.jp/press/2023/03/20240326005/20240326005.html

株式会社日立ソリューションズ

株式会社ミクニ

くにみ農産加工有限会社

株式会社デンソー

株式会社日立ソリューションズプレゼン資料の一部

パートナーシップ構築宣言とは
事業者が、サプライチェーン全体の付加価値向上、
大企業と中小企業の共存共栄を目指し、「発注
者」側の立場から、「代表権のある者の名前」で以
下について宣言するものです。
(1)サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携
(2)下請企業との望ましい取引慣行（「振興基

準」）の遵守受賞者



第2回農林水産省物流対策本部の持ち回り開催について

農林水産省は、農林水産大臣を本部長とする「農林水産省物流対策本部」（第2回）を持ち回りで開催
しました。第1回（令和5年12月）以降の状況報告が行われ、本部長からは、物流問題を一つでも多く解
消できるよう、官民で協力して現場に寄り添い、一つでも多くの成果を上げるよう取り組むようにとの指示があ
りました。

第１回（令和５年12月）以降の状況報告
(取組み事例)(農林水産省物流対策本部・官民合同タスクフォースの活動（現地入りの状況）)



「卸売市場の仲卸業者等と小売業者との間における生鮮食料品等の
取引の適正化に関するガイドライン」の策定について

農林水産省は、「卸売市場の仲卸業者等と小売業者との間における生鮮食料品等の取引の適正化に関
するガイドライン」を策定しました。

卸売市場の仲卸業者等と小売業者との間における生鮮食料品等の取引の適正化に関するガイドライン（概要）一部

〇小売業者と仲卸業者等との間に交渉力の差がある中で、仲卸業者等から「小売業者との間における生鮮食料品等の
取引において適正化を図るべき事例が存在しているのではないか」との意見が出されたことを踏まえ、農林水産省として
食品等流通調査を実施。

〇調査の結果、不当な返品など独占禁止法等の観点から問題となり得る事例が明らかになったことから、食品等流通法
に基づく措置として本ガイドラインを策定。

(卸売市場の仲卸業者等と小売業者との間における
生鮮食料品等の取引の適正化に関するガイドライン
(農水省ＨＰ))
https://www.maff.go.jp/j/press/shokuhin/ryut
u/attach/pdf/240327_26-4.pdf


